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	（論文審査の結果の要旨）

大川恵子君提出の学位請求論文は「デジタルコミュニケーション基盤に基づいた次世代大学環境の構築」と題し、14章からなる。

本研究は、大学などの高等教育機関の本質的な使命をより発展的に実現するための諸課題を、デジタルテクノロジとインターネットを用いて解決するものである。

大学（University）とは、あくまでも個人の学びたいという要求を軸として形成された「学ぶ場」がその起源であるが、歴史を経て、様々な物理的な制限と国家の戦略が影響し、現在のような大学の体制が構築されてきた。本研究は、その制限が無くなったデジタルコミュニケーション基盤上でこそ地球規模で、そもそもの“University”を実現することができる、という理念に基づき、インターネットを利用した、次世代の大学像として個人を中心としたグローバルで自由度の高い高等教育環境の基盤を実現し、現在の大学からの具体的な移行手法の提案を目的とした。

本研究では、従来の大学が保持しながらも今まで見過ごしてきた多くの知的教育資源をデジタル化し、蓄積し、共有することにより新しい価値を生み出すことを検証し、それを利用することで、現在の大学から次世代の自由な学習環境への具体的な移行の可能性を証明する、というボトムアップアプローチを採用した。

本研究では、まず、大学における、授業を中心とした教育活動を分析し、デジタルテクノロジを利用したインターネット上教育活動をSOI(School on the Internet)モデルとして設計し、実装を行なった。SOIモデルでは、教育を「教員、学生、大学、社会といったメンバー間で交換共有されるコミュニケーションの集合である」と定義し、そのコミュニケーションを、デジタルテクノロジを利用して時間的、地理的に独立させることで、個人を中心としたグローバルで自由度の高い高等教育環境を構築する。コミュニケーションを時間的・地理的に独立させるために、教育活動のために共有交換される情報の一単位を「教育オブジェクト」と定義し、教育オブジェクトの明確な定義とそのデジタル化によって、実現した。それにより、従来の高等教育では実現できなかった教育オブジェクトの新しい価値の創造、および、グローバルなマッピングの実現を行い、現在の大学環境から、さらにグローバルで自由度の高い高等教育環境への移行を提案した。また、新しい価値を利用した、次世代社会における大学の変化、社会への貢献を提案・実証した。

SOIモデルは、1)教育オブジェクトのデジタル化手法、2)教育オブジェクトを生成する教員・学生などのメンバーの管理、3)メンバーの認証基盤、4)教育オブジェクトを共有交換するコミュニケーション基盤の４つのコンポーネントをその構成要素として構築する。このモデルに基づいて、学生の登録と認証処理、授業の非同期受講、課題の処理、成績の処理、授業評価などのシステムとしての構成要素を定義し、その一つ一つをデジタル化することで、モデルの実装を行った。

本研究の成果として、授業という大学の財産を、デジタル技術を利用して蓄積・共有することで、いままでに実現できなかった授業の新しい価値を創造することができた。また、授業とそれにまつわる教育活動のデジタル化を実現することによって、大学は授業という価値在る資源を利用してより有効に社会に貢献することができることを提案した。また、デジタル化された授業は、学外だけでなく学内学生にとっても有用であることを証明した。

さらに、このように蓄積された知的財産を利用して、大学は、学生の実力の証明機関としての役割を、現在以上に明確に果たすことができることを証明し、社会と大学の新しい関係を提案した。

本研究は、7大学、14名の大学教員および80名の特別講師などの協力を得て、6000人以上の参加者による3年半の様々な実証実験を通して、モデルの有効性を十分に検証した。

論文の第1章では、研究の目的、位置付けを説明し、研究の手法を概説している。第2章では、本研究で提案している、次世代大学環境構築のためのモデル、School on Internet Model （SOI）モデルの解説と基本設計を述べている。第3章から第8章で、 SOIを構成する各教育オブジェクトの設計と実装を議論している。第9章と第10章で、設計を評価するための、実際にシステムを利用した実証実験について述べ、第11章では3年間を通して行なったさまざまな実証実験の結果から評価を行い、12章では結論のまとめと残された課題を整理している。

本論文は、3年半の重要な実証実験の結果を元に、本論文で提唱するモデルの有効性を検証し、実際に大学の枠を越えた授業の共有、個人学習環境を実質的に運営することで、実際に大学教育現場に貢献できる提案であることを実証できたことが高く評価できる。また、この成果は、今後の大学像を考える上で貴重な経験であり、研究の今後の展開が期待される。

この成果と、それを記述した本論文を通して、著者の先端的な研究を行なうために必要な高度な研究能力、並びにその基盤となる豊かな学識、研究を社会貢献へ結びつける能力を有することを示したものといえる。よって本論文の著者は、博士（政策・メディア）の学位を受ける資格があるものと認める。










